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１ 地域福祉とは 

地域福祉とはなんでしょうか？ 

 「福祉」と聞くと、何を思い浮かべるでしょうか。介護や子育て、障がい者を支援するサ

ービス、それらに関わる仕事などを連想する人も多いかと思います。自分が当事者でなかっ

たり、当事者と関わることがなく、自宅と仕事や学校の行き来のみで生活している人にはあ

まり身近に感じられないかもしれません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

しかし、福祉とは元来「幸福」や「生活への充足感」「豊かさ」を意味し、誰にとっても身

近なものです。そのなかでも、身近な地域で、市民や福祉に関わる専門家や団体・ボランテ

ィアなどが協力し、だれもが安心して生活できるよう、地域の課題に取り組み、解決してい

くことを「地域福祉」といいます。地域福祉は、子育てや高齢、障がいなどで福祉的なサー

ビスが必要となっても、誇りをもって、まちの一員として普通の生活を送ることができるこ

とを目的としています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
子育て？ 介護？ 

地域福祉って 

何だろう？ 

私に関係あるのかな？ 

福祉＝「幸福」「生活への充足感」「豊かさ」 

地域福祉＝地域でみんなが協力して、誰もが安心して生活できるようにすること 

つまり…だれにとっても身近なもの！ 

つまり…  だれにとっても身近で、関わりのあるもの！ 
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地域福祉の主役は「わたし」 

 地域福祉の主体となるのは地域と関わる全ての人です。福祉的なサービスを提供する行政

や民間の事業所はもちろんですが、地域の市民同士が助け合い・支え合うことが地域福祉を

進めるうえで何より重要です。 

 子どもたちが安心して登下校できるように見守りをすること。 

 足が不自由な近所のおばあちゃんのためにゴミ出しをすること。 

 まちで困っている車いすの人にちょっとした手助けをすること。 

 地域のイベントに参加し、地域のさまざまな世代の人と交流すること。 

 ちょっとした気づきや行動、地域のつながりを深めることが地域福祉を進める力になりま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（参考：「全国社会福祉協議会」「全国社会福祉協議会地域福祉推進委員会 / 全国ボランティア・市民活動振興センター」ホー

ムページ） 

 

「自助」「互助」「共助」「公助」で進める地域福祉 

 地域福祉を進めていくにあたり鍵となるのは、「自助」「互助」「共助」「公助」がそれぞれ

役割を果たし、機能していくことです。それぞれの考え方や役割は以下の通りとなっていま

す。 

●自分のことを自分でする 

●自らの健康管理 

●民間サービスの利用 等 

●地域での日頃の   

声かけや見守り  

●ボランティア活動  

●地域団体の活動 等 

●介護保険の活用 

●医療保険の活用 等 

●高齢者福祉事業   

●人権擁護・虐待対策 

●生活保護    等    

地域のさまざまな人と

交流する場に参加 

日頃のあいさつや 

交流、見守り 

まちなかで困っている人

にちょっとした手助け 

地域福祉の主体は、地域と関わる全ての人！ 

だから… 

地域のちょっとした 

気づきや行動、つながりを 

深めることが大切！ 

 互助  

  

自助 

共助 公助 
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２ 策定の背景 

認知症が進み一人で暮らしていくことが困難なひとり暮らし高齢者、子育ての悩みを相談

できず子どもを虐待してしまう保護者、大地震発生時に自力で避難することができない高齢

者、障がい者、妊婦、外国人市民など、近年、さまざまな課題を抱える人々を地域でどう支

えていくかが社会問題として顕在化しています。 

 近年では支援が必要でありながら福祉サービスにつながらない方や一つの世帯に複数の問

題が存在している世帯のように従来の福祉サービスだけでは対応しきれない生活課題が増加

しており、行政だけでなく市民や社会福祉協議会、ボランティア、ＮＰＯ法人などの市民活

動団体が連携、協力して対応することも求められています。 

 国では、2000 年の介護保険法の制定以降、子育てや高齢者、障がい者など、分野ごとに

公的な福祉サービスの整備を進めてきました。その一方で、少子高齢化の進行や、核家族の

増加、人々の価値観や生活スタイルの変化により、地域のつながりは希薄化しているといわ

れています。 

 他方で、仕事以外での生きがいや役割を求めたボランティア活動への興味・関心の高まり

や、社会的な課題の解決を事業目的とするソーシャルビジネス※やコミュニティビジネス※

の興隆など、地域や社会との関わりを自ら求める人も増えています。 

 こういった現状を踏まえ、現行の仕組みでは対応しきれていない多様な福祉課題に対応す

るため、制度・分野ごとの縦割りや支援「する人」「される人」という関係を超えて地域住民

や団体など多様な主体が我が事として参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えて丸ご

とつながることで、支えあい、助け合う地域をともにつくっていく「地域共生社会」の実現

を目指していく必要があります。 

 本市では、2012 年に、行政が「知立市地域福祉計画」を、知立市社会福祉協議会（以下

「社協」という。）が「知立市地域福祉活動計画」を策定し、「地域の絆でつくる 知立
ともだち

の輪
わ

・

和
わ

・環
わ

」を基本理念として地域福祉の充実を図ってきました。 

2017 年には市の地域福祉計画と社協の地域福祉活動計画の連携をさらに強めて課題と取

り組みを共有するため、両計画を一体的に策定し、「第２次知立市地域福祉計画・地域福祉活

動計画」を策定し、基本理念を「知立市民みんなで“つくりあげる”地域福祉」とし、さら

なる地域福祉の充実を図ってきました。一方で、上述した現状・課題に鑑み、行政の関係課

や事業所、地域のさまざまな団体やボランティア、市民が連携し、地域で手助けを必要とし

ている人を適切な支援に結びつけることが求められています。 

 「第３次知立市地域福祉計画・地域福祉活動計画」（以下「本計画」という。）は、これら

の状況を踏まえ、今後の本市や社協における地域福祉の方向性や重点的に取り組む課題等を

示すために策定したものです。本計画の策定を契機とし、地域でさまざまな人が一層連携し、

市民だれもが住みよいまちをめざします。 
※ソーシャルビジネス：地域社会の多種多様な課題解決に向けて、住民、NPO、企業などが協力し

ながらビジネスの手法を活用して取り組みを行うこと。 

※コミュニティビジネス：地域の課題を地域住民が主体的に、ビジネスの手法を用いて解決する取

り組み。ソーシャルビジネスが社会的課題全般の解決を目指すのに対し、コミュニティビジネス

は地域的な課題に特に着目する。 
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３ 計画の位置づけ 

１ 「地域福祉計画」と「地域福祉活動計画」 

（１）一体的な策定について 

本計画では、行政と社協が連携を強化し、地域福祉に関わるさまざまな支援や基盤づくり

を同じ方向性でより効果的に推進するため、「地域福祉計画」と「地域福祉活動計画」を一体

的に策定します。 

（２）地域福祉計画とは 

「地域福祉計画」とは、社会福祉法第 107 条を根拠とし、市町村が策定する計画です。本

市の地域福祉を推進するうえで基礎となる理念や仕組みを示す基本計画であり、すべての市

民が豊かで住みよい地域コミュニティ※を育み、安心して暮らせる社会をつくることを目的

とした計画です。 

 
※地域コミュニティ：地域に住む人と人のつながり。地域住民が主体となり、地域づくりに関する活

動をしていく団体・組織（集団）のこと。 

 

■社会福祉法の抜粋 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）地域福祉活動計画とは 

「地域福祉活動計画」とは、社協が策定する自主的な福祉活動を中心とした行動計画です。

社協は、社会福祉法第 109 条を根拠とし、「地域福祉の推進を図ることを目的とする団体」

と規定されています。「地域福祉計画」に基づき、社協が市民や社会福祉に関わる人や団体と

ともに、地域福祉を推進することを目的とした計画です。 

社会福祉法第 107 条（市町村地域福祉計画） 

市町村は、地域福祉の推進に関する事項として次に掲げる事項を一体的に定める計画（以下「市

町村地域福祉計画」という。）を策定するよう努めるものとする。 

一 地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉に関し、共通して取り組

むべき事項 

二 地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項 

三 地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項 

四 地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項 

五 地域生活課題の解決に資する支援が包括的に提供される体制の整備に関する事項 
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２ 他計画との関連性 

本計画は、本市の最上位計画である「知立市総合計画」の方向性に基づき、策定します。

また、社会福祉法の改正により、地域福祉計画が福祉の各分野の上位計画となったことも踏

まえ、高齢者や障がい者、児童、生活困窮者※に関する福祉諸計画・施策の「総合化」を図

る観点から、分野別の計画に横串をさし、それぞれ縦割りの計画・施策を総合的かつ包括的

に推進していくための計画として策定します。 

なお、本計画は成年後見制度※の利用の促進に関する法律第 14 条に規定している市町村

における成年後見制度の利用の促進に関する施策についての基本的な計画（成年後見制度利

用促進計画）及び再犯の防止等の推進に関する法律第８条に規定している市町村における再

犯の防止等に関する施策の推進に関する計画（再犯防止推進計画）と一体的に策定していま

す。 

 

※生活困窮者：現在生活保護を受給していないが、生活保護に至る可能性のある者で、自立が見込ま

れる者。 

 

※成年後見制度：認知症、知的障がい、精神障がいなどの理由で判断能力が不十分な人を保護し、支

援するため、代理人を立てて契約を行ったり、またはそれを取り消したりできるようにする制度の

こと。 
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■「知立市地域福祉計画」「知立市地域福祉活動計画」と他計画との関連性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

知立市地域福祉計画 

(知立市成年後見制度利用促進計画) 

（知立市再犯防止推進計画） 

知立市総合計画 

知
立
市
地
域
福
祉
活
動
計
画 

知
立
市 

介
護
保
険
事
業
計
画
・ 

高
齢
者
福
祉
計
画 

知
立
市 

子
ど
も
・ 

子
育
て
支
援
事
業
計
画 

知
立
市 

障
が
い
者
計
画 

 

「
は
っ
ぴ
い
ぷ
ら
ん
」 

★その他の関連計画 

・健康知立ともだち 21計画 

・知立市こころ応援計画 

・人にやさしい街づくり推進計画 

・人権教育・啓発に関する知立市行動計画 

・知立市地域防災計画          などなど・・・ 
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４ 計画の期間 

本計画の期間は、2022 年度から 2026年度までの５年間とします。 

なお、本市を取り巻く状況や経済、社会、地域の状況が大きく変化した場合には、計画期

間中においても必要な見直しを行うこととします。 

 

 2010 
年度 

・・・ 
2015 
年度 

・・・ 
2017 
年度 

2018
年度 

2019 
年度 

2020 
年度 

2021 
年度 

2022 
年度 

2023 
年度 

2024 
年度 

2025 
年度 

2026 
年度 

知 立 市 総 合 計 画

（2015-2024） 

              

知立市地域福祉計画

（2022-2026） 

              

知立市地域福祉活動計画 
    

知立市 介護保険事業 

計画・高齢者福祉計画 

（2021-2023） 

              

知立市 子ども・子育て 

支援事業計画 

（2020-2024） 

              

知立市 障がい者計画 

「はっぴいぷらん」 

(2021-2026) 

              

健康知立ともだち 21計画

（2015-2024） 

              

知立市地域防災計画 
              

人にやさしい街づくり推進

計画 

              

人権教育・啓発に関する

知立市行動計画 

(2018-2027) 

              

知立市 こころ応援計画 

（2019-2024） 

              

 

随時見直し 

第６次 

第８次 

第４期 

第２次 

第２期 

第３次 

本計画 
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５ 計画の策定体制 

１ アンケート調査の実施 

 本計画の策定にあたり、市民や地域福祉活動に従事している市民の意見を把握するため、

市民（20 歳以上）、地域福祉活動主体者を対象にアンケート調査を実施しました。 

 

２ 関係機関ヒアリング調査の実施 

 本計画の策定にあたり、相談支援事業の実態を把握するため、各種相談支援事業を実施す

る事業者等を対象に、ヒアリングシートの記入・聞き取りによるヒアリング調査を実施しま

した。 

 

３ 庁内ヒアリングの実施 

 本計画の策定にあたり、各課で実施している事業や連携の状況を把握するため、ヒアリン

グシートの記入・聞き取りによる庁内ヒアリングを実施しました。 

 

４ 地域福祉計画策定部会の開催 

 本計画の策定にあたり、地域福祉に関して一体的に取り組む庁内体制をつくるため、各関

係課が一堂に会する「地域福祉計画検討部会」を開催しました。 

 
 

５ 地域福祉計画策定委員会の開催 

 本計画の策定にあたり、本市の地域福祉に関わる組織・団体や有識者の専門的な視点を取

り入れるため、「地域福祉計画策定委員会」を開催しました。 

 
 

６ パブリック・コメントの実施 

 本計画の策定にあたり、広く市民の意見・提案を計画に反映するため、「第３次知立市地域

福祉計画・地域福祉活動計画（案）」を本市のホームページ等に公表し、パブリック・コメン

トを実施しました。 
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 ６ 計画の推進にあたって 

１ 計画の推進体制 

 本計画の推進にあたっては、行政や社協の取り組みだけでなく、市民や地域活動団体、ボ

ランティア・市民活動団体の活動が重要です。それぞれの主体の役割を意識しながら、協働

して計画を推進します。 

 また、地域力の向上と効果的な計画推進のため、それぞれの地域で会議を開催し、地域の

多様な主体間での現状・課題の共有や主体的な地域活動を支援します。 

 

２ 計画の進行管理・評価 

 本計画の検証・評価にあたっては、随時、進捗状況の確認、改善点の検討を行います。 

また、社会情勢等の変化によっては、必要に応じて本計画の見直しを行います。 
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第２章 

現状と課題 
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49,432 50,506
54,059 58,578

62,587
66,085

68,398
70,501

72,940 74,459 75,625 76,283 76,561

26.9
23.8

19.1 17.8 17.3 16.6

15.6 14.7 13.9 13.3 13.1 13.2 13.3

67.3 69.4
73.0 72.7 71.0 69.4 67.8 66.0 66.3 66.2 65.1 63.1

60.4

5.8 6.8

7.9 9.5 11.7
14.1

16.6
19.4 19.8 20.6 21.8 23.7 26.3

0.0

25.0

50.0

75.0

100.0

0

20,000

40,000

60,000

80,000

1980年 1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年

総人口 １４歳以下 １５～６4歳 ６５歳以上

(%)（人） 推計推移

0～4歳

5～9歳

10～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85～89歳

90歳以上

4,000 3,000 2,000 1,000 0 0 1,000 2,000 3,000 4,000

男性（36,667人） 女性（33,834人）

（人） （人）

１ 統計等からみる知立市の現状 

１ 知立市の人口の状況 

 本市の総人口は年々増加しています。 

高齢者人口（65 歳以上）割合は増加し続ける一方、生産年齢人口（15～64 歳）、年少人

口（14 歳以下）割合は減少しており、この傾向は今後の推計でも継続することが見込まれ

ています。 

 人口ピラミッドをみると、20～40 歳代の男性が、同じ年齢層の女性と比べて多くなって

います。（20～40 歳代の男性 45.4％、女性 40.3％） 

 

■総人口と年齢３区分別人口割合の推移と推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：（推移）国勢調査 

（推計）知立市人口ビジョン・ 

まち・ひと・しごと創生総合戦略 

■人口ピラミッド （2015 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：国勢調査（2015 年） 
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ポイント 

● 働き盛り世代や子育て世代にあたる男性人口の割合が高い。 

● 今後、少子高齢化が進む。 
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14,128 
14,946 

15,913 16,378 

2,627 
2,690 

2,314 
2,665 

23,066 
25,263 

27,867 
29,297 

0

7,000

14,000

21,000

28,000

35,000

2000年 2005年 2010年 2015年

単独世帯 核家族世帯 その他の世帯

（世帯）

本市と愛知県、全国の年齢３区分別人口割合を比較すると、本市は生産年齢人口割合が高

く、高齢者人口割合が低くなっています。 

 

■愛知県、全国との年齢３区分別人口割合の比較 （2015 年） 

14.7

13.8

12.6

66.0

62.4

60.7

19.4

23.8

26.6

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

知立市

愛知県

全国

14歳以下 15～64歳 65歳以上

（％）

 
資料：国勢調査（2015 年） 

 

 

 

 

２ 知立市の世帯の状況 

本市の総世帯数は年々増加していますが、１世帯当たり人員数は減少しています。世帯構

成の推移をみると、単独世帯数、核家族世帯数は年々増加しています。 

 

 ■世帯数と１世帯当たり人員数の推移           ■世帯構成の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：国勢調査                      資料：国勢調査 

 

 

ポイント 

● 総世帯数は増加しているが、１世帯当たりの人員数は減少している。 
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３ 知立市の出産・子ども・子育ての状況 

合計特殊出生率※は、概ね 1.7 前後で推移しています。この数値は愛知県や全国と比較し

て高い数値となっています。 

 就学前児童数は減少していますが、保育所に通う児童数は、横ばい傾向にあります。 

母子・父子世帯数と児童扶養手当受給者数は、減少傾向となっています。 

  

 ■合計特殊出生率の推移            ■就学前児童数と公立・私立保育所園児数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：人口動態保健所・市区町村別統計             資料：子ども課（各年４月１日） 

■市遺児手当受給者数と児童扶養手当受給者数の推移    

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

資料：子ども課（各年４月１日）     

 

 

 

 

 

※合計特殊出生率：その年次の 15 歳～49 歳の女性の年齢別出生率を合計したもの。 

 

 

ポイント 

● 合計特殊出生率は愛知県や全国より高くなっている。 

● 子どもの数は減少しているが、保育所に通う児童は横ばいの傾向にある。 

● 市遺児手当受給者数、児童扶養手当受給者数は減少している。 
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４ 知立市の高齢者の状況 

 要支援・要介護認定者数は、2020 年度に増加傾向となっており、高齢者人口に対する割

合も同様に 2020 度に増加傾向となっています。 

 前期（65～74歳）・後期（75 歳以上）高齢者人口割合の推移・推計は、2020 年に後期

高齢者が前期高齢者の割合を上回り、以降も後期高齢者の割合が増加していくことが見込ま

れています。 

 高齢者世帯数は、高齢単独世帯数、高齢夫婦世帯数いずれも年々増加しています。 

 

■要支援・要介護認定者数の推移         ■要支援・要介護認定者数と高齢者人口に対する割合の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省（各年 10 月１日）     資料：【認定者数】厚生労働省（各年 10 月１日）  

【高齢者人口に対する割合】 

認定者数と住民基本台帳（各年 10 月１日）により算出 

 

■前期・後期高齢者人口割合の推移・推計     ■高齢者世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：（推移）国勢調査               資料：国勢調査 

（推計）第２期知立市まち・ひと・しごと創生総合戦略 
 

 

 

 

ポイント 

● 高齢者人口に対する要支援・要介護認定者数の割合は 2020年度に増加傾向となって

いる。 

● 後期高齢者の人口割合が増加している。 

● 高齢者のみの世帯数が増加している。 

。 
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５ 知立市の障がい者の状況 

 障害者手帳所持者数は、身体障害者手帳は減少傾向ですが、療育手帳（知的障がい者が取

得する手帳）、精神障害者保健福祉手帳は増加傾向です。また、65 歳以上の障害者手帳所持

者数は、身体障害者手帳は減少傾向、それ以外の手帳はほぼ横ばいとなっています。 

 等級別にみると、身体障害者手帳所持者は１級、療育手帳所持者は C判定、精神障害者保

健福祉手帳所持者は２級の割合が高くなっています。 

 

■障害者手帳所持者数の推移   ■65 歳以上の障害者手帳所持者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：福祉課（各年度３月 31 日）              資料：福祉課（各年度３月 31 日） 

 

■等級別障害者手帳所持者の状況（2020 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：福祉課（2021 年３月 31 日） 

 

 

 

 

 

※手帳はそれぞれ１級、Ａ判定が最重度 ポイント 

● 身体障害者手帳の所持者数は減少傾向となっているが、療育手帳と精神障害者保健福

祉手帳の所持者数は増加傾向となっている。 

● 身体障害者手帳所持者は重度、療育手帳所持者は軽度、精神障害者保健福祉手帳所持

者は中度の割合が高い。 
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６ 知立市の外国人の状況 

 本市は、総人口に占める外国人市民の割合 7.7％となっており、近隣市と比較して高くな

っています。 

 外国人市民は、人口数、総人口に対する割合ともに増加傾向となっています。 

国籍別にみると、ブラジル国籍が 48.3％と多くを占めています。 

日本語教育が必要な児童生徒数は近年まで増加傾向となっています。 

 

■近隣市と比較した外国人市民数と割合の状況  ■外国人市民数と総人口に対する割合の推移  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：法務省「在留外国人統計」（2019 年 12 月末）          資料：住民基本台帳（各年４月１日）より算出 

（総人口は、愛知県統計課「あいちの人口」             

総人口（2020 年１月１日）） 

 

■国籍別外国人市民割合の状況         ■日本語教育が必要な児童生徒数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：市民課（2020 年４月１日）            資料：学校教育課（各年５月１日） 

 

 

 

 

 

 
 

ポイント 

● 外国人市民の割合が高くなっており、外国人市民の数も増加している。 

● 中南米やアジア圏をはじめ、多様な国籍の外国人市民が暮らしている 
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７ 知立市の生活困窮者の状況 

 被生活保護世帯数は、減少傾向となっています。母子世帯、傷病障がい者世帯、その他世

帯は減少傾向となっており、高齢者世帯はほぼ横ばいとなっています。 

 

■被生活保護世帯数の推移  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：福祉課（各年３月 31 日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ポイント 

● 被生活保護世帯数は近年、減少している。 

● 属性別では母子世帯、傷病障がい世帯、その他世帯における保護世帯数が減少傾向とな

っている。 
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長篠町 52人 3.3% 宝町 38人 10.2% 堀切 29人 5.8% 弘法町 8人 0.6%

東長篠 13人 4.7% 宝 22人 1.3% 広見 51人 5.4% 弘法 6人 1.2%

山屋敷町 123人 3.3% 西町 165人 5.3% 東栄 48人 5.6% 西中町 31人 2.2%

山町 110人 4.3% 西 66人 11.9% 新池 108人 6.7% 新林町 163人 2.9%

中山町 21人 3.8% 逢妻町 166人 7.0% 牛田 31人 7.2% 谷田町 142人 2.9%

内幸町 56人 4.6% 西丘町 25人 7.6% 南陽 89人 4.5% 八ツ田町 125人 4.7%

新地町 6人 1.5% 池端 23人 2.9% 昭和 2,715人 43.3% 牛田町 292人 6.0%

南新地 76人 5.4% 弘栄 3人 0.7% 鳥居 44人 2.9% 八橋町 161人 2.9%

中町 21人 3.4% 栄 3人 0.9% 上重原町 42人 1.5% 来迎寺町 19人 1.9%

本町 13人 3.9% 新富 17人 7.4% 上重原 48人 3.3% 合計 5,263人 7.3%

桜木町 51人 5.1% 長田 25人 3.5% 東上重原 16人 1.1%

 

８ 知立市の地区ごとの状況 

 小学校区ごとの総人口は、知立小学校区が最も高く、知立東小学校区が最も低くなってい

ます。高齢化率は知立東小学校区、知立小学校区、八ツ田小学校区の順で高くなっています。 

 小学校区ごとの世帯数は、総人口と同じ傾向となっていますが、１世帯当たりの人員数は

猿渡小学校区、来迎寺小学校区、知立南小学校区が最も高く、知立東小学校区が最も低くな

っています。 

 町別外国人市民数と総人口に対する割合は、市全体と比較して昭和地区が飛びぬけて高く

なっています。 

■地区ごとの総人口と高齢化率の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：福祉課（2021 年４月１日） 

■地区ごとの世帯数の比較 

 

 

 

 

 

 

 

資料：福祉課（2021 年４月１日） 

■町別外国人市民数と総人口に対する割合 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：住民基本台帳（2021 年４月１日） 

 
● 高齢世帯の状況や外国人市民の割合など、地区ごとに特徴がある。 

ポイント 
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９ 知立市の地域活動等の状況 

 ボランティア・市民活動センターの登録者数・登録団体数は横ばいの傾向となっています。 

 町内会加入世帯数・加入割合は、横ばいの傾向となっていますが、2020 年度ではいずれ

も減少しています。 

 老人クラブ加入者数・加入割合は減少しています。 

 子ども会会員数・育成者数は、いずれもやや減少傾向にあります。 

 

■ボランティア・市民活動センター登録者数・登録団体数の推移 ■町内会加入世帯数・加入割合の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：知立市ボランティア・市民活動センター（各年度３月 31 日）        資料：協働推進課（各年度４月１日） 

 

■老人クラブ加入者数・加入割合の推移      ■子ども会会員数・育成者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

            資料：長寿介護課（各年４月１日）       資料：生涯学習スポーツ課（各年度 12 月１日） 

 

 

ポイント 

● ボランティア活動をしている市民・団体、町内会や老人クラブ、子ども会に参加して

いる人は、横ばい・減少傾向となっている。 
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8.1 36.0 41.4 14.0 

0.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（N=544)

近所の仲の良い人とよく行き来している

会えば親しく話しをする人がいる

あいさつをする程度のつきあい

近所づきあいをほとんどしていない

不明・無回答

２ アンケートからみる知立市の現状 
 

１ アンケートの概要 

 本市の地域福祉に対する市民の認識や意向、活動主体者の状況を把握するため、アンケー

ト調査を実施しました。 

■アンケート調査の概要 

区分 対象 実施方法 
配布数 有効回収数 

（有効回収率） 

一般市民 
知立市に在住する

20 歳以上の男女 

郵送配布・ 

WEB 又は郵送回収 
2,000 

544 

(27.2%) 

活動主体者 

区長、民生委員・児

童委員※、ボランテ

ィア・市民活動者、 

ＮＰＯ活動者等 

郵送配布・ 

郵送回収 
199 

142 

(71.4%) 

※前回調査は 2016 年に実施 

※民生委員・児童委員：「民生委員」とは、民生委員法に基づいて設置され、社会福祉の増進のため、

それぞれの地域において、常に住民の立場に立って相談に応じ、必要な援助を行っている者。全て

の民生委員は児童福祉法により「児童委員」を兼ねており、地域の子どもたちが元気に安心して暮

らせるように、子どもたちの見守りや妊娠中、子育て中の心配ごとなどの相談支援も行っている。 

２ アンケート結果のまとめ 

 

 

 一般市民の近所づきあいは、「あいさつをする程度のつきあい」が最も高くなっています。

年齢が上がるにつれ、「近所づきあいをほとんどしていない」が低くなる傾向にあり、年齢層

が上がるにつれ、何らかの形で近所づきあいをする人が多くなっています。 
 

■（一般市民）近所づきあいの程度 

 

あいさつ程度の近所づきあいをしている人が多い 
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28.9

24.8

20.4

19.5

16.4

0% 20% 40% 60%

近所の人との交流が少ない

世代間の交流が少ない

道ばたのごみが多く、

ごみ出しのマナーが悪い

地域の中で気軽に

集まれる場が少ない

交通マナーが乱れている

48.6

36.6

23.9

19.7

18.3

0% 20% 40% 60%

世代間の交流が少ない

隣近所と交流が少ない

地域の中で気軽に

集まれる場が少ない

高齢者への声かけ・

見守りが少ない

道ばたのゴミが多く、

ゴミ出しのマナーが悪い

10.1 25.6 30.3 31.6 

2.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(N=544)

よく参加している

ときどき参加している

あまり参加したことがない

まったく参加したことがない

不明・無回答

2.6 

36.0 46.7 13.1 

1.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(N=544)

たいへん活発に活動している

活発に活動している

あまり活発に活動していない

まったく活発に活動していない

不明・無回答

 

 一般市民、活動主体者が考える地域の状況や課題で回答の多かった事柄を見ると、「近所の

人との交流が少ない」「世代間の交流が少ない」「地域の中で気軽に集まれる場が少ない」と

いった地域での交流や集まれる場の少なさを課題と感じている人が多くなっています。 
 

■地域の状況や課題（上位５位） 

（一般市民）               （活動主体者） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 地域の活動や行事が活発に行われていない（あまり活発に活動していない＋まったく活発

に活動していない）と考えている人が約６割います。また、地域活動に参加したことがない

人（あまり参加したことがない＋まったく参加したことがない）も約６割います。これらの

状況は前回調査時からほぼ横ばいの推移となっています。 
 

■（一般市民）地域の活動や行事が活発に行われているか。 

 

 

 

 

 

 

■（一般市民）地域活動等への参加状況 

 

 

 

 

 

 

地域での交流・集まれる場の少なさを課題と感じている市民が多い。 

地域の活動が活発に行われていないと考える人が多い。 
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37.1

36.4

34.6

32.7

21.3

0% 20% 40% 60%

学校教育や生涯学習での

福祉教育の充実

市民が気軽に参加し、

利用できる地域ごとの

福祉活動の拠点の充実

身近な場所や地域での

相談窓口の充実

地域における福祉活動を

推進する地域リーダー

などの人材育成

市民と地域福祉活動に

たずさわる人との

ネットワークの強化

47.2

35.9

29.6

26.8

26.1

0% 20% 40% 60%

市民が気軽に参加し、

利用できる地域ごとの

福祉活動の拠点の充実

学校教育や生涯学習での

福祉教育の充実

身近な場所や地域での

相談窓口の充実

地域おける福祉活動を

推進する地域リーダー

などの人材育成

市民と地域福祉活動に

たずさわる人との

ネットワｰクの強化

8.5 47.6 41.9

2.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（N=544)

よく知っている 何となく知っている

知らない 不明・無回答

 

 地域福祉の推進に必要だと考えていることとして、一般市民では「学校教育や生涯学習で

の福祉教育の充実」「市民が気軽に参加し、利用できる地域ごとの福祉活動の拠点の充実」の

順に高くなっているのに対し、活動主体者は「市民が気軽に参加し、利用できる地域ごとの

福祉活動の拠点の充実」が特に高くなっており、福祉教育の充実と地域の拠点整備が求めら

れている中、実際に地域福祉活動をされている方からは特に地域の拠点整備が求められてい

ます。 

 また、それ以外では共通して「身近な場所や地域での相談窓口の充実」「地域における福祉

活動を推進する地域リーダーなどの人材育成」「市民と地域福祉活動にたずさわる人とのネッ

トワーク強化」が高くなっており、地域力の強化が求められています。 
 

■地域福祉を推進するために必要なこと（上位５位） 

（一般市民）                （活動主体者） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 成年後見制度の一般市民での認知度は、「何となく知っている」が最も高く、約４割の方が

制度自体を知らない状況でした。年代が上がるほど認知度が上がる傾向にあり、20 代、30

代では半数以上が「知らない」と回答している一方、60 歳以上では約 6 割の方が「よく知

っている」「何となく知っている」と回答しています。 
 

■成年後見制度の認知度（一般市民） 

地域福祉の推進には、福祉教育や拠点整備が必要と考える人が多い。 

成年後見制度の認知度は半数程度で、年代が上がるほど認知度が高い。 
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３ ヒアリングからみる知立市の現状 

１ 事業者ヒアリングの概要 

 知立市の福祉を包括的に推進していく観点から、他機関との連携状況等の現状や課題を把

握するため、相談支援を実施している事業者に対しシートの記入によるヒアリング調査を実

施しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※地域包括支援センター：地域の高齢者の総合相談、介護予防支援、虐待防止、権利擁護※や地域の

支援体制づくりなどを行い、高齢者の保健医療の向上及び福祉の増進を包括的に支援する機関。市

町村が設置主体となり、保健師・社会福祉士・主任介護支援専門員を配置している。 

※権利擁護：自己の権利の表明や援助のニーズを表明することの困難な高齢者や障がい者等に代わっ

て、代理人が権利やニーズ獲得を行うこと。 

 

２ 事業者ヒアリング結果のまとめ 

（１）他機関との連携について 

○すべての事業において他の機関との連携を実施しているが、連携が円滑に進められず対

応に苦慮しているケースがある。 

〇事業によっては他の機関や地域、民間事業者と連携し、よりスムーズに適切な支援につ

なげたり、支援体制の構築ができている事例がある。 

（２）制度の狭間・対応困難ケースについて 

○どの事業でも複合的な課題を抱えていることや適用できる公的サービスがなく、制度の

狭間となってしまったことにより対応に苦慮したケースや支援につなげられなかった事

例がある。 

 

ヒアリング対象事業 

●地域包括支援センター※の運営（介護保険法第115 条の 45 第２項第１号から第３号まで 

に掲げる事業） 

●相談支援事業（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第 77 条第

１項第３号に掲げる事業） 

●利用者支援事業（子ども・子育て支援法第 59条第１号に掲げる事業） 

●自立相談支援事業（生活困窮者自立支援法第３条第２項各号に掲げる事業） 

 

困っている人を支援していくために、 

●社会資源の把握や発掘により支援手段の拡充を進めること 

●支援体制の円滑な構築のため、各機関や地域間の連携体制を整備すること 

が必要となっています。 

 

javascript:void(0);
javascript:void(0);
javascript:void(0);
javascript:void(0);
javascript:void(0);
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 ４ 第２次計画の評価 

 第２次計画の進捗状況について、各種統計やアンケート、ヒアリングを踏まえて前回計画

の重点プロジェクト及び基本目標ごとに、課題を以下のようにまとめました。 

 

重点プロジェクト 

第２次計画では計画の推進にあたり、以下の２項目を重点プロジェクトとして位置づけて

取り組んできました。 

 

プロジェクトⅠ 地域課題に市民が主体的に取り組み続けられる機会づくり 

プロジェクトⅡ 主体的に取り組む地域とともに歩き続ける仕組みづくり 

 

重点プロジェクトの推進においては以下の２点を目標数値として定めており、その結果は

以下のとおりでした。 

 

目標１：地域の福祉への関心（「とても関心がある」「ある程度関心がある」を合わせた割合） 

【2010 年：72.6％⇒2016 年：62.1％（↓10.5%）⇒2021 年：66.2%（↑4.1%）】 

※目標値：75.0％      

 

目標２：地域活動の参加状況（「よく参加している」「ときどき参加している」を合わせた割合） 

【2010 年：30.9％⇒2016 年：37.1％（↑6.2%）⇒2021 年：35.7%（↓1.4%）】 

※目標値：50.0％        
 

地域福祉への関心については、目標値には至らなかったものの地域福祉に対して関心のあ

る人の割合は増加しています。一方で地域活動の参加状況については参加している人の割合

は減少しています。 

 住民が地域に対して関心を持つきっかけ作りと合わせて、地域活動への参加につなげてい

くための取り組みを推進していくことが課題となっています。 
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基本目標１ 地域福祉を育む意識づくり 

総
括 

主
な
実
施
内
容 

〇「広報ちりゅう」や市ホームページ、回覧板などの媒体を活用し、市や関係

団体の支援施策などの情報発信を行いました。 

〇市ホームページの自動翻訳機能や広報の多言語情報発信ツールの活用など

により、外国人市民に向けた情報発信を行いました。 

〇福祉実践教室の各学校での実施の呼びかけを行いました。 

〇高齢者サロン※体験教室への小中学生への参加呼びかけを行いました。 

課
題 

〇社会福祉協議会の認知度が約４割となっており、社会福祉協議会の周知が必

要となっています。 

〇外国人や若者などの「広報ちりゅう」や市ホームページ、回覧板といった媒

体の利用率の低い層に対する、広報・啓発活動の実施方法を模索する必要があ

ります。 

 

※サロン：高齢者や障がい者、悩みを聞いてほしい母親など、地域を拠点として住民が運営していく

楽しい仲間づくりの活動。 

基本目標２ 地域福祉活動の促進 

総
括 

主
な
実
施
内
容 

〇町内会、老人クラブなど地域活動を行う団体に対して補助金の交付を行い、

地域活動の支援を行いました。 

〇ボランティア活動及び市民活動の拠点の運営に係る補助金を交付し、より一

層のボランティア活動及び市民活動の促進を図りました。 

〇昭和未来会議や生活支援体制整備事業に関する協議体を開催し、地域内のネ

ットワークづくりや地域課題の共有及び解決策の検討などを支援しました。 

〇健康づくり、介護予防、子育てなどに関する講座や教室を実施し、交流の支

援を行いました。 

課
題 

〇町内会、老人クラブ、子ども会といった地域の団体への加入率や、地域活動

への参加割合が減少している一方で地域福祉に関心のある人の割合は増加し

ており、地域福祉に関心のある人と団体や活動のマッチングの支援が求められ

ています。 

〇ボランティア活動を行っている人が約２割となっている一方で、ボランティ

ア活動に参加しても良いと考えている人は約４割おり、ボランティア活動に参

加しやすい環境整備が求められています。 

〇地域活動主体者が連携先として公の機関が中心となっており、今後は地域活

動主体者同士の連携や医療介護分野との連携を増やしていく取り組みが必要

となっています。 

〇利用率の低い公共施設があり、既存の施設を地域福祉の活動拠点としての利

活用を推進していくことが必要となっています。 
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基本目標３ 福祉サービスの利用促進 

総
括 

主
な
実
施
内
容 

〇「知立の福祉」「介護予防だより」など、福祉サービスに関する情報を提供す

る媒体の作成を行いました。 

〇民生委員・児童委員と連携し、地域の相談を適切な福祉サービスへつなげる

取り組みを行いました。 

〇介護予防・日常生活支援総合事業やファミリーサポートセンター事業※の実

施や生活支援コーディネーター※の配置により地域と協力し多様なサービスの

提供体制の推進を行いました。 

課
題 

〇「知立の福祉」等の福祉サービスに関する情報の提供媒体について、必要な

方に行き届いていない場合があり、市職員や民生委員・児童委員など福祉サー

ビスとのマッチングに関わる人に対する周知や活用の促進が必要となっていま

す。 

〇複合的な課題を抱える世帯や制度の狭間にある世帯に対する対応の困難さが

課題であり、各機関や事業者間の連携促進や総合的な相談支援体制の充実が必

要となっています。 

〇地域での福祉サービスの提供について担い手の人材不足やニーズの多様化に

対応するため、地域資源の発掘を進め、福祉サービスの担い手の確保やサービ

スの多様化を図っていく必要があります。 

〇成年後見支援センターを設置しましたが、成年後見制度の認知度は約５割、

成年後見支援センターの認知度は約１割になっています。日常生活の判断を自

ら行うことが難しい人の権利を尊重し、擁護するため、制度とセンターの周知

が課題となっています。 

 

※ファミリーサポートセンター事業：乳幼児や小学生等の児童を持つ子育て中の労働者や主婦等を会

員として、児童の預かりの援助を受けることを希望する者と援助を行うことを希望する者とをつな

ぐ事業。 

※生活支援コーディネーター：高齢者の生活支援・介護予防の基盤整備を推進していくために、地域

において生活支援等サービスの提供体制の構築に向けたコーディネート機能を果たす者。 
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基本目標４ 安全・安心の地域づくり 

総
括 

主
な
実
施
内
容 

〇公共施設におけるユニバーサルデザイン※の導入やバリアフリー※化を進

め、誰もが安心して暮らせるまちづくりを進めました。 

〇民生委員・児童委員と協力した高齢者への訪問調査や子どもの登下校の見守

りを行う団体への支援を通じ、顔の見える地域づくりの推進を行いました。 

〇地域で防犯活動を行う団体に対し、備品の貸出・配付を行い、地域の防犯活

動に対する支援を行いました。 

〇避難行動要支援者※名簿の作成や総合防災訓練や自主防災訓練の実施、小・

中学校での防災講習の実施を通じ、地域防災力の向上を図りました。 

〇生活に困難を抱えている人を支援するため、生活困窮者に対する相談支援を

実施しました。 

課
題 

〇地域防犯の担い手の不足・高齢化が課題となっており、新たな担い手の発掘

が必要となっています。 

〇災害時に備え、地域の中で支援が必要な方を把握し、支援できる体制を作っ

ていくことや地域で孤立してしまう方を出さないために地域のつながりを強

化していくことが課題となっています。 

〇刑務所から出所した方が社会になじめず再犯を犯してしまうことが問題と

なっており、様々な側面から刑務所から出所した方を支援し、社会復帰を促す

ことなど再犯を防止していく取り組みが課題となっています。 

〇生活困窮者の中には複合的な課題を抱えている方やひきこもりをはじめと

した既存の制度では対応が困難なケースもあり、関係機関との連携を進めてい

くとともに、訪問支援や地域資源とのマッチングなどの新たな支援の方法を模

索していく必要があります。 

 

※ユニバーサルデザイン：年齢、性別、国籍、障がいの有無等に関わらず、すべての人が気持ちよく

暮らせるようにあらかじめ都市景観や生活環境を計画する考え方。 

※バリアフリー：障がい者等が社会生活をしていく上で障壁（バリア）となるものを除去すること。

障がい者の社会参加を困難にしている社会的、制度的、心理的なすべての障壁の除去という意味で

用いられる。 

※避難行動要支援者：要配慮者（高齢者、障がい者、乳幼児等の防災施策において特に配慮を要する

者）のうち、災害が発生し、または災害が発生するおそれがある場合に、自ら避難することが困難

であり、円滑かつ迅速な避難の確保を図るため特に支援を要する者。 
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第３章 

計画の基本的な方向 
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１ 基本理念 

 

 

 

 

 

 

 

 

戦後、日本では急速に経済成長や工業化・都市化が進み、生活に便利さや物質的な豊かさ

がもたらされました。一方で、「おたがいさま」や「支えあい」で成り立っていた地域社会の

福祉的な分野も、行政等がその役割を担い、対価を払うことでサービスや支援を受けられる

ようになりました。 

しかし、近年の地域社会では、高齢者や障がい者、生活困窮者などさまざまな支援を必要

とする人の増加、価値観やライフスタイルの変化による多様な生活ニーズの発生など、さま

ざまな課題がみられます。また、支援が必要な人の中には、複合的な課題を抱えている人や、

抱える課題に対する支援が既存の制度では明確に位置付けられていない人などといった複雑

な課題を抱える人も増加しています。これらの課題に対応していくには、行政や社協、事業

所等のサービス・支援を充実させていくことはもちろんですが、かつて地域に息づいていた、

「支え合いの力」をもう一度見直すことが求められています。 

本市は、高齢化率が比較的低く、若い働き盛り世代が多い一方、新たに移住してきた市民

は地域との関係性がうすくなりがちという傾向がみられます。また、コンパクトな市域なが

ら地区ごとに違いがあり、外国人市民の割合が高い地区があることも特徴です。 

こうした状況を踏まえながら、だれもが安心して、暮らし続けたいと思えるまちづくりを

進めるには、行政等から提供される福祉サービス・支援を市民や地域が効果的に活用すると

ともに、市民一人ひとりが地域に関心を持ち、自らできることに取り組むことで、“つくりあ

げる”福祉を充実させていくことが大切です。 

以上を踏まえ、本計画の基本理念を「知立市民みんなで“つくりあげる”地域福祉」とし、

本市の地域福祉施策を推進します。 
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２ 基本目標 

基本目標１ 地域福祉を育む意識づくり 

 地域福祉を推進していくためには、まず市民それぞれが地域に目を向け、関心を持ち、地

域の課題を身近なものとして捉えることが大切です。地域福祉について知る・学ぶ機会を作

り、地域への関心を高め、地域福祉を推進する基盤をつくります。 

 

 

基本目標２ みんなで支えあう地域づくり 

 地域の中で支えあえるまちづくりを進めるためには、全ての市民が孤立することなく、つ

ながりあう地域づくりが重要です。そのために、地域活動の中心となる地域活動やボランテ

ィア・市民活動を行う団体への支援やこれらの活動の担い手づくり、地域での交流の場の創

出などにより、地域の交流、活力の向上を図り、みんなで支えあう地域づくりを進めます。 

 

 

基本目標３ 必要な支援につながる仕組みづくり 

 近年、地域における課題は複雑化・多様化しており、行政や社協、事業所等だけでなく、

市民や地域活動団体による支援の提供が重要となっています。公的な支援を適切に利用する

ための制度や相談体制の充実を進めるとともに、市民や地域活動団体の活力をいかし、多様

な支援を提供できる基盤づくりや必要な人に支援が行き届く仕組みづくりを進めます。 
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３ 重点取組 

「知立市民みんなで“つくりあげる”地域福祉」に向けて、基本目標を踏まえ、重点的に取

り組む事項を定めます。 

 

重点取組１ さまざまな人が地域福祉に触れる機会づくり 

 「知立市民みんなで“つくりあげる”地域福祉」を実現するためには、誰もが地域につい

て知る機会があり、関心を持つことが必要です。策定委員会では全ての地域、世代に合わせ

た情報提供や意見収集を行い、全ての人に対し福祉に関心を持つ機会を提供し、関心を促し

ていくべきとの意見がありました。 

 これを踏まえ、地域や世代の実情に合わせ、全ての人に福祉が接する機会を持てるよう情

報提供や意見収集の仕組み作りに重点的に取り組みます。 

 

重点取組２ 地域が中心になる地域づくり 

 地域によって、現状や課題、地域資源の状況はさまざまです。地域福祉を推進していくた

めには、それぞれの地域で地域住民が主体となり、地域ごとの現状や特性、課題に合わせた

取り組みが行われることが重要です。 

 これを踏まえ、地域と行政で連携し、各地域の実情に合わせた地域づくりの推進に重点的

に取り組みます。 

 

重点取組３ 切れ目のない支援の体制づくり 

 地域住民が抱える課題は様々ですが、近年は複雑化、複合化した課題を抱える人も増えて

きています。誰もが安心して暮らせるまちづくりのためには、支援を必要とする人が適切な

支援につながる仕組み作りが重要です。 

 これを踏まえ、地域住民の困りごとを包括的に捉え、関係機関等が一体的に関わり、切れ

目のない支援につなげる体制の構築に重点的に取り組みます。 
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４ 施策体系 

知立市民みんなで“つくりあげる”地域福祉 

 

 

 基本目標１ 地域福祉を育む意識づくり 

基本目標２ みんなで支えあう地域づくり 

基本目標３ 必要な支援につながる仕組みづくり 

重点取組 さまざまな人が地域福祉に触れる機会づくり 

重点取組 地域が中心になる地域づくり 

重点取組 切れ目のない支援の体制づくり 

施策１ 広報・啓発活動の充実 

施策２ 福祉教育の充実 

施策１ 地域活動やボランティア活動の支援 

施策４ 誰もが安心して暮らせる地域づくり 

施策２ 地域のネットワークの強化 

施策３ 地域における交流の場づくり 

施策１ 情報発信と相談支援体制の充実 

施策２ 福祉サービスの充実 

施策３ 権利擁護の推進 

施策４ 自立と社会参加への支援 
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第４章 

基本計画 
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基本目標１ 地域福祉を育む意識づくり 

 

施策１ 広報・啓発活動の充実 

現状・課題 ■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□  

各地域で地域福祉を推進するためには、市民一人ひとりが自分の暮らす地域や福祉活動に

関心を持つことが大切です。 

 アンケート調査によると、一般市民では福祉に関する情報の入手状況は「入手できている」

（「十分入手できている」＋「ある程度入手できている」）が３割程度となっており、年齢が

上がるほど入手できている割合が高くなっています。情報の入手先は「市の広報紙、ホーム

ページ」「回覧板」が高くなっています。 

 また、一般市民の地域福祉への関心は７割弱となっており、特に「高齢者支援」「健康づく

り」「地域防犯」に対する関心が高くなっています。 

 社会福祉協議会の認知度は、全体で約４割となっており、年齢が上がるほど高くなる傾向

にあります。 

 「広報ちりゅう」や市ホームページ、回覧板などを通じて、市民や地域活動団体へ地域福

祉に関する情報の発信を継続していくとともに、これらの媒体の利用率が低い層に対する情

報発信の方法を増やしていく必要があります。 

■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■ 

市の取り組み 

◆「広報ちりゅう」や市ホームページ、町内会への回覧文書等の媒体を活用し、各種福祉サ

ービスや福祉意識を啓発する情報を発信します。 

◆ 福祉健康まつり等のイベントや講座等の機会を活用し、地域福祉に関する意識啓発を図り

ます。 

◆ SNS※の活用や外国語翻訳、音声読み上げ機能の活用等の広報・啓発媒体の多様化を図

り、広報・啓発機会の充実を図ります。 

 

  ※SNS：Social Networking Service の略。インターネット上で友人同士や同じ趣味を持つ者同

士が集まり、利用者間のコミュニケーションを支援するサービス（サイト）。最近は、会社や組織

の広報としても利用されている。 

 

社協の取り組み 

◆「社協だより」（社協機関誌）や社協ホームページ、「かりや衣浦つながるねット」（衣浦定

住自立圏市民活動情報サイト）を通じて、福祉に関する情報発信を行います。また、多く

の市民に関心を持ってもらえるよう、各媒体の内容やデザインの改善を図るとともに、ホ

ームページのスマートフォン対応や外国語での表記を行う等の対応を行います。 
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◆ 福祉健康まつりや社会福祉大会等のイベント開催により、地域福祉に関する意識啓発を図

ります。 

◆ 認知症や障がいへの理解を進める講座の開催や事業を実施し、市民の理解促進を図ります。 

◆ 視覚障がい者のために、音声 CD「声の広報ちりゅう」をボランティアにより録音、配付

します。 

 

 

 

 

 

 

 

市民・家庭では… 

●さまざまな媒体からの福祉情報の入手 

●地域福祉に関するイベント等への参加 

●講座等から学んだ知識・体験の周知・ 

実践 

地域・団体では… 

●市や社協から発信された情報の活用 

●地域福祉に関するイベント開催への

協力 
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施策２ 福祉教育の充実 

現状・課題 ■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□  

地域で支えあいの仕組みを構築していくには、地域住民が高齢者や子ども、障がい者等に

ついて理解し、福祉への意識を高め、行動につなげていくことが重要であり、アンケートに

おいても、一般市民の考える地域福祉の推進に必要なこととして、「学校教育や生涯学習での

福祉教育の充実」が最も高くなっています。 

 本市では、これまで社協が市内の学校を社会福祉協力校に指定し、福祉教育を行うととも

に、児童生徒のボランティア活動を推進しています。また、市職員や教員に対しても福祉意

識を高めるため研修等を実施してきました。 

 今後は、地域住民が福祉について学ぶ機会を設けることで、福祉に関する正しい理解を進

めるとともに、福祉に関心を持ち、支えあいの仕組みに関わるきっかけ作りをしていくこと

が必要となっています。 

■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■ 

市の取り組み 

◆ 若年層が高齢者や障がい者等について正しく理解し、福祉への意識を高める機会づくりの

ため、福祉実践教室の開催を推進することや体験教室への参加の呼びかけなどを実施して

いきます。 

◆ 各種団体や市民が福祉に対する理解を深め、また福祉に対する関心を持つきっかけを作る

ため、各種研修や講座の実施や受講の勧奨を進めていきます。 

社協の取り組み 

◆ 小学校、高校で福祉実践教室を行います。また、中学校を含む市内全校で開催できるよう

働きかけを行います。 

◆ 福祉について関心がもてるよう、福祉教育の実施方法についても改善を図ります。 

◆ 市内すべての小・中学校・高校を社会福祉協力校に指定し、助成金の交付等により福祉活

動を支援します。 

◆ 校長研修や社会福祉協力校担当者会、教員初任者研修を通じて、教職員の福祉意識の向上

を図ります。 

◆ 小・中学生、高校生を対象に青少年等福祉体験学習やふれあい・いきいきサロン体験、高

齢者施設・障がい者施設でのボランティア体験を実施し、子どものボランティア参加を促

進します。 

◆ 町内会で実施する地区社協や、地域で実施されるふれあい・いきいきサロンの活動に、若

者も参加、協力するよう呼びかけを行います。 

 
市民・家庭では… 

●福祉教育に関する事業への参加 

●学校等で学んだ福祉の知識・体験の実践 

地域・団体では… 

●学校や企業、地域における福祉教育への

協力 
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基本目標２ みんなで支えあう地域づくり 

 

施策１ 地域活動やボランティア活動の支援 
   

現状・課題 ■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□  

地域のつながりを強くし、支えあう地域づくりを推進していくうえで、町内会などの地域

に根差した団体の活動やさまざまな分野で地域福祉の推進に貢献するボランティア活動・市

民活動は、重要な役割を担っています。 

 しかしながら、近年は町内会や老人クラブ、子ども会の加入者が減少傾向となっており、

また、アンケートでも地域の活動や行事が活発に行われていないと感じている人が約６割と

なっており、地域内のつながりを強くするための取り組みが必要となっています。 

 また、ボランティア・市民活動は「参加している」が１割強となっているのに対し、今後

の活動について「条件によっては参加したい」が４割弱となっており、参加意欲のある市民

を様々なボランティア・市民活動につなげられるような情報発信や相談・支援が必要となっ

ています。 

 これらの活動を実施している人からは活動の充実に必要なこととして「活動に対する市民

や地域の理解促進」「活動に関して気軽に相談できる窓口の整備」が上位となっていることも

踏まえ、地域活動やボランティア・市民活動を実施している団体に対する支援を行っていく

ことが必要です。 

■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■ 

   市の取り組み 

◆ 地域福祉活動を行う団体に対し、助成金の支給や活動内容の発信などにより活動の支援を

行います。 

◆ 地域福祉活動を行う団体の継続的な活動を支援するため、自主財源の確保に関する相談や

情報提供を実施していきます。 

◆ ボランティア・市民活動の支援、拡充等を行うボランティア・市民活動センターに対して、

運営の支援を行います。 

社協の取り組み 

◆ 地域の課題を市民が協力し、自ら解決する組織である地区社協の設立を促進するとともに、

安定した事業運営が行えるよう助成金を支給します。 

◆ 地域の様々な主体や資源をつなぎ、地域生活課題の解決を図るコミュニティソーシャルワ

ーカーや生活支援コーディネーターを配置し、地域の課題解決に向け相談体制を強化しま

す。 

 ※コミュニティソーシャルワークとは：コミュニティに焦点をあてた社会福祉活動・業務の進め方

で、地域で支援を必要とする人々の生活圏や人間関係等の環境面を重視した援助を行うこと。 
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◆ ボランティア・市民活動センターとして、交流スペースの一部開放等の活動場所の提供、

機材の貸出し、助成金の支給・助成制度の周知を行います。 

◆ ボランティア・市民活動センター登録団体を対象に「ボランティア・市民活動連絡会議」

を開催し、情報を共有します。 

◆ 「社協だより」や社協ホームページ、「かりや衣浦つながるねット」を通じて、市民にボ

ランティア・市民活動センターの役割やボランティア情報を発信します。 

◆ 「社協だより」や社協ホームページ等の広報媒体や、ボランティア・市民活動センターの

掲示板等を通じて、ボランティアへの参加を働きかけます。 

◆ ボランティアや地域活動団体に対して、「かりや衣浦つながるねット」の利用方法講習会

を開催し、情報発信を呼びかけます。 

◆ 各種ボランティアの養成講座を実施します。また、より多くの市民が参加できるように、

若年層等幅広い世代への働きかけや、気軽に参加できる講座、時代のニーズを捉えた講座

等の開催を検討します。また、受講後にアンケート調査を実施し、魅力ある講座の開催に

つなげます。 

◆ 安心してボランティア活動に参加できるよう、ボランティア活動保険加入を援助、推進し

ます。 

◆ ボランティア・市民活動センター窓口によるボランティア団体の立上げ相談を実施します。 

◆ ボランティア・市民活動のさまざまな相談に的確に対応できるよう、ボランティア・市民

活動センターの職員のスキルアップを図ります。 

◆ 地域でのボランティア活動の活性化のため、コミュニティソーシャルワーカーや生活支援

コーディネーターが相談・支援を行います。 

◆ 町内会やふれあい・いきいきサロン等を訪問し、平常時から連携を深めます。 

◆ 子ども食堂や、子どもの学習支援を行う団体の支援を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民・家庭では… 
●町内会や地域活動団体等、自分ができそ

うな活動への参加 

●興味があるボランティア活動への参加 

●友人・知人と一緒にボランティアが開催

するイベント等への参加 

●ボランティア・市民活動センターへの登

録 

地域・団体では… 
●地域や団体で行っている活動の発信 

●地域活動団体への参加の呼びかけ 

●公共施設や助成金等の効果的な活用 

●ボランティア活動に関する情報の発信 

●ボランティア・市民活動センターへの登

録 
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施策２ 地域のネットワークの強化 

現状・課題 ■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□  

地域で多様な地域活動やボランティア・市民活動が行われる中で、活動の主体者のつなが

りが増えることは、それぞれの活動の活力になることや団体間の連携や協働により新たな活

動が生まれることで地域力の向上につながることが期待されます。 

 アンケート調査においても、活動主体者の約７割が他の活動主体者の連携が必要だと回答

しており、連携したい内容としては「情報交換と共有」が最も高くなっていることから、地

域で活動する団体が集まり、交流する機会の創出が求められています。 

 

■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■ 

市の取り組み 

◆ 地域の人が集まる会議の開催や各種講座の実施等により、地域活動団体やボランティア等

の交流機会を提供し、連携と協働を支援します。 

◆ 地域だけでは解決できない課題を地域と関係機関の間で共有し、一体的に課題解決に取り

組む仕組み作りを進めます。 

社協の取り組み 

◆ ふれあい・いきいきサロングループの情報交換会を行い、地域の実情に見合った魅力ある

サロンづくりと活動が継続できるよう支援します。 

◆ 地域課題の掘り起こしとその解決に向け、民生委員・児童委員や町内会、自主防犯組織、

老人クラブ、地域の福祉施設、ボランティアなどが連携できるよう、コミュニティソーシ

ャルワーカー、生活支援コーディネーターを配置し、コミュニティソーシャルワークので

きる体制を検討します。 

◆ 行政や介護支援事業所、障がい者就労支援事業所、当事者団体等と支援ネットワーク会議

を開催し、情報の共有や連携の強化を図ります。 

◆ ボランティアによる障がい者サロンの開催を支援し、障がい者に関する団体の連携を促進

します。 

◆ 高齢者支援において、地域ケア会議での事例検討を通じて課題の抽出と、地域社会の困り

ごとを把握します。また、ネットワーク会議を開催し、事業所等との連携を図ります。 

 

 

 

 

 

市民・家庭では… 
●近隣市民との関係づくり 

●地域のネットワークへの参加 

●地域での困りごとを専門機関へ相談 

 

 

地域・団体では… 
●さまざまな活動をしている地域活動団

体等との交流・情報共有 

●行政や社協との情報共有や連携 
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施策３ 地域における交流の場づくり 

現状・課題 ■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□ 

地域において様々な人が交流することは、地域への関心を高めるとともに、地域の中で課

題を抱えた人が孤立せずに支援に結びつくことにつながります。 

 アンケート調査では、市民の近所づきあいの程度として「あいさつをする程度のつきあい」

が最も多くなっており、策定委員会では地域の中で支えあうようなつきあいが減ってきてい

るという意見がありました。 

また、市民、活動主体者ともに地域の課題として、「近所の人と交流が少ない」「世代間の

交流が少ない」「地域の中で気軽に集まれる場が少ない」が上位となっており、市民が交流す

る機会を作ることや、市民が主体となって地域での交流が生まれるよう、地域の人が気軽に

集える場を、身近な地域に整備していくことが必要となっています。 

■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■ 

市の取り組み 

◆ コミュニティソーシャルワーカーや地域活動主体者と連携し、地域の多様な主体が連携す

る地域プラットフォームの形成を進めていきます。 

◆ 西丘文化センター等の地域の身近な施設を活用して講座や地域の交流事業を実施し、地域

住民の交流する場づくりを進めていきます。 

社協の取り組み 

◆ 地域住民同士の交流、生きがいづくりにつながるよう、集いの場としてのふれあい・いき

いきサロンの立上げや運営の支援を行います。 

◆ 認知症の当事者やその家族、ケアの専門職等が集まり交流を楽しむ場所としての「ひまわ

り（認知症）カフェ」や「認知症の方を介護する家族交流会」を開催します。 

◆ 住み慣れた地域で参加しやすい学びの場の提供や交流の機会をつくっていきます。 

◆ 障がい児・者がさまざまな活動に参加できる場の提供と、相互の交流や文化的活動への参

加を支援することを目的として、鑑賞サポート付き演劇の開催支援や交流会事業を開催し

ます。 

 

 

 

 

 

市民・家庭では… 

●地域の交流の場への参加 

●交流の場に参加する際の友人や知人へ

の声かけ 

 

地域・団体では… 
●高齢者サロン等の地域の交流の場の運営 

●地域の交流の場への参加の呼びかけ 

●多くの人が参加しやすい場の雰囲気づく

り 

 
〇西丘文化センターでの事例 
西丘文化センターにおける各種講習会や地域交流促進講座の開催を通じた地域住民の交

流の創出を図っています。また、同好会などの市民主体の活動にも利用されており、地域

住民の交流の場として活用されています。 

各種相談事業も実施されているなど、地域社会の福祉の向上に寄与しています。 



44 

 

施策４ 誰もが安心して暮らせる地域づくり 

現状・課題 ■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□  

 アンケート調査では、支援を必要とする人への手助けや協力について約６割が「手助けし

たい」と答えており、その内容は「安否確認の声かけ」が最も高くなっています。 

 また、災害等の緊急事態発生時に自力で避難できない人等を「手助けしたい」と答えた人

は約６割となっており、そのために必要な取り組みとして「地域・隣近所の中で日頃から住

民同士が協力できる体制をつくる」が最も高くなっています。 

 本市では、ざまざまな団体により子どもや高齢者の見守り活動が行われています。今後、

誰もが安心して暮らせる地域を作っていくために、日頃から信頼関係を構築していくことや

緊急時の支えあいの仕組み作りを進めていくことが必要です。 

■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■ 

市の取り組み 

◆ 高齢者や障がい者が安心して暮らせる地域づくりを進めるため、民生委員・児童委員等と

連携し、見守りや訪問調査を実施していきます。 

◆ 支援が必要な人の把握や地域との情報共有を図り、災害などの緊急時においても支えあえ

る地域づくりを進めます。 

社協の取り組み 

◆ 小地域においての見守りや、支えあいの活動の支援を行うボランティアを養成します。 

◆ 紙おむつ等支給事業として、民生委員・児童委員が対象者宅へ紙おむつ等を配付すること

により、寝たきり高齢者等の見守りを行います。 

◆ 相談等に対応することで地域の現状把握をします。 

◆ 地域課題解決に向けて共に取り組みます。 

◆ 防災ボランティア等を中心とした地域での自主的な防災活動を支援します。 

◆ 生活支援と併せて平常時から地域と連携し、災害等の非常時に備えた訓練の実施や、防災

ボランティア養成講座等による防災知識の普及・啓発に努めます。 

◆ 知立市災害ボランティア支援本部立上げ時、スムーズな活動体制が取れるよう、マニュア

ルの作成を行います。 

◆ 防災ボランティア育成のための市民講座を開催します。 

 

 

 

 

 

 

 

市民・家庭では… 
●災害時に一人で避難できない人の隣近

所での把握 

●隣近所への日々のあいさつや声かけ 

 

地域・団体では… 
●自主防災組織※や消防団への参加呼び

かけ 

●地域での避難支援体制の構築と確立 

●地域や団体での子どもや高齢者の見守

り 

※自主防災組織：「自分たちの地域は自分たちで守る」という自覚、連帯感に基づき、自主的に結

成する組織。災害による被害を予防し、軽減するための活動を行っている。 
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基本目標３ 必要な支援につながる仕組みづくり 

施策１ 情報発信と相談支援体制の充実 

現状・課題 ■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□  

市民が福祉サービスを始めとした適切な支援につながるためには、それぞれの課題に応じ

た適切な支援につながるよう、わかりやすい情報発信や相談体制の充実が必要です。 

 アンケートでは生活や地域での悩みを相談できる相手がいない人が約３割となっており、

支援を必要としているのに、誰にも相談できていない人を適切な支援につなげることができ

るよう、地域との連携強化などにより地域の中で支援が必要な人に気づき、支援につなげて

いくことが求められます。 

■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■ 

市の取り組み 

◆ 福祉サービスを必要とする人が必要な情報を得ることができるよう、さまざまな媒体や機

会を活用し、情報提供を行います。 

◆ 地域の相談機能を強化するため、民生委員・児童委員の活動を支援します。 

◆ 分野を問わない相談窓口の整備や各機関の連携強化による包括的な相談支援体制の整備

など、地域住民の相談に対する相談支援体制の推進に努めます。 

◆ ひきこもりなどの制度の狭間にある人や支援の届きにくい人に対する支援を強化するた

め、コミュニティソーシャルワーカーなどとの連携やアウトリーチ※支援員の設置を図り

ます。 

◆ 複合的な課題を抱える人への支援を適切に実施していくため、関係機関との情報共有・連

携体制の構築を進めます。 

 

  ※アウトリーチ：支援を必要とする人のもとへ積極的に出向いて働きかけて、情報提供や支援の働

きかけを行うこと。 

 

社協の取り組み 

◆ 「社協だより」、社協ホームページにより、福祉サービスの情報を発信します。また、パ

ンフレット等の作成・配布により、それぞれの事業についての市民の理解を促進します。 

◆ 高齢者や障がい者の住み慣れた地域での暮らしをサポートするために、地域の相談支援機

関（地域包括支援センター、障害者基幹相談支援センター等）が連携し、身近で総合的な

相談窓口の充実を図ります。 

◆ 総合相談所（心配ごと・人権・法律）として相談窓口を設置し、さまざまな相談に対応し

ます。 

◆ 社協の体制を強化するため、行政と連携し、財政基盤の確立や、人材の交流を図ります。

また、情報発信等により社協の認知度の向上を図ります。 
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◆ 障害者基幹相談支援センターにおいて、障がい者の相談に応じる専門員を配置するととも

に、他の支援事業者と連携強化を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

市民・家庭では… 

●各種福祉サービス情報の収集と活用 

●身近な人や専門機関への困りごとの相

談 

●身の回りで課題を抱えている人に対す

る相談機関の紹介 

 

地域・団体では… 

●各種福祉サービスの情報の収集と活用、

メンバー間での共有 

●地域や団体活動のなかで課題を抱えて

いる人のちょっとした相談への対応 

●地域や団体活動のなかで課題を抱えて

いる人の各種相談機関・専門機関へのつ

なぎ 
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施策２ 福祉サービスの充実 

現状・課題 ■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□  

福祉サービスの担い手不足やニーズの多様化への対応が課題となる中、支援を必要とする

人に対して適切な支援の実施を行政や社協のみで対応していくことは困難になってきていま

す。また、高齢化の進行などによりゴミ出しや外出の同行といった身近な生活支援に対する

ニーズも増えてきています。支援を必要とする人に適切な支援を行っていくためには、地域

の福祉サービスの充実や地域資源の把握、発掘による支援の充実、サービス事業者や医療機

関、行政機関等の連携による支援体制の整備が必要となっています。 

■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■ 

市の取り組み 

◆ 地域と連携し、必要とされている支援の把握や福祉サービスをはじめとした支援の担い手

確保に取り組みます。 

◆ サービス事業者や医療機関、行政機関等の連携による一体的な支援を提供する体制の整備

に取り組みます。 

◆ 生活を支えるための行政サービス等の公的な支援に取り組みます。 
 

社協の取り組み 

◆ 各種ボランティア養成講座の開催や相談、業務紹介により、地域で多様なサービスの担い

手となる人材を育成します。また、担い手となる人材確保のための PR を行います。 

◆ 市民が主体となるインフォーマルなサービスの提供体制を構築するため、さまざまな機関

と連携しながら、制度の理解啓発や需給のコーディネートを行います。 

◆ 高齢者や障がい者など、移動が困難な市民に対して、福祉車両・車いす貸与による支援を

行います。また、新規ボランティアの確保に努めます。 

◆ 福祉機器の譲渡仲介、「声の広報ちりゅう」発行、ボランティアによる訪問理美容サービ

ス、紙おむつ等支給などの高齢者や障がい者の生活を支えるサービスを実施します。 

◆ 地域でちょっとした困りごとなど、お互いに支えあいができるよう、住民相互の仕組みづ

くりの支援を行います。 

◆ 市と連携し、小学校区ごとに地域課題や支えあいについて検討する会議を実施し、地域課

題の解決に向けて取り組んでいきます。 

 

 

 

 

 

 

 

市民・家庭では… 

●隣近所の人へのちょっとした手助け 

●困りごとや課題の程度に応じた適切な

サービスの利用 

 

地域・団体では… 

●地域の不足している支援・サービスの把

握 

●自分たちでできる範囲での支援・サービ

ス提供 
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施策３ 権利擁護の推進 

現状・課題 ■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□  

全国的に高齢者や子ども、障がい者への虐待や DV※といった権利侵害が問題となってい

ます。個人の権利を守るため、相談支援の実施や地域と連携した早期発見、早期支援への取

り組みが必要になっています。 

 また、認知症の人や障がいのある人など判断能力が不十分な人を守るため、成年後見制度

があり、その相談窓口として成年後見センターがありますが、アンケートではセンターの認

知度が約１割となっており、相談窓口の周知を含めた制度の利用促進が必要となっています。 

■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■ 

※DV（ドメスティック・バイオレンス）：夫やパートナー（別れた夫や交際中の恋人も含む）から

振るわれる身体的・心理的暴力のこと。 

市の取り組み 

◆ 虐待や DV等の相談や広報・啓発を行います。 

◆ 成年後見制度や利用方法等について周知を進めます。 

◆ 民生委員・児童委員や地域、関係機関の連携により、高齢者、児童、障がい者に対する虐

待防止、早期発見が行える体制の構築を進めます。 

社協の取り組み 

◆ 高齢者や障がい者、子どもの様々な権利擁護に関する総合相談体制の充実を図り、安心し

て暮らせる生活の実現に向けた支援を行います。また、判断能力への支援が必要な認知症

高齢者や障がい者等の権利を擁護するため、日常生活自立支援事業※や成年後見制度など

へつながるための支援を行います。 

◆ 地域において、「認知症サポーター※養成講座」を開催し、認知症に対する理解の促進を

行います。 

◆ 認知症に対する理解促進や相談の場、認知症の人やその家族、地域住民、専門職が集う場

として「ひまわり（認知症）カフェ」「認知症の方を介護する家族交流会」を開催します。 

◆ 利用しやすい成年後見制度に向けて、法人後見制度の導入を図ります。 

 

※日常生活自立支援事業：認知症、知的障がい、精神障がい等で判断能力が不十分な人が、地域に

おいて自立した生活が送れるよう、利用者の契約に基づき、福祉サービスの利用援助等を行うも

の。 

※認知症サポーター：認知症に対する正しい知識とその具体的な対応方法等を理解して、認知症の

人やその家族を見守り、自分のできる範囲で支援を行う人のこと。 

 

 

 

 

 

市民・家庭では… 
●成年後見制度や日常生活自立支援事業

についての理解 

●隣近所で虐待や DV 等の疑いがみられ

た際の行政や社協、その他専門機関への

通報 

 

地域・団体では… 
●地域や団体の活動のなかで、虐待や DV

等の疑いがみられた際の行政や社協、そ

の他専門機関への通報 
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このページでは、成年後見制度の利用促進に関し地域福祉として一体的に推進すべき

事項について定めるとともに、知立市成年後見制度利用促進計画の施策として位置づけ

ます。 

本人を中心にした支援・活動の共通基盤となる権利擁護支援を踏まえ、成年後見制度

の利用の促進を図ります。 

 

◆ 地域連携ネットワークの構築 

成年後見制度を必要とする人を早期発見し、適切に制度を利用できるよう地域連携ネ

ットワークの構築を進めます。 

 

◆ 協議会の設置 

被後見人等への支援の在り方や方向性を考える「チーム」を支援するため、法律・福

祉・医療の専門職団体や関係機関が連携、協力する協議会の設置を進め、また、家庭裁

判所との情報共有等を図ります。 

 

◆ 中核機関の設置 

協議会の運営や地域連携ネットワークのコーディネートを担う中核機関の設置を進め

ます。 

 

◆ 周知・広報の充実 

成年後見制度を必要とする人だけでなく、福祉・医療関係者や幅広い市民への制度理

解を目指し、周知・広報の充実を図ります。 

 

◆ 相談機能の強化 

身近な相談先である地域包括支援センターや障害者相談支援事業所等の相談支援機関

との連携強化を進めます。 

 

◆ 成年後見制度利用促進 

制度を必要とする人の増大が見込まれるため、法人後見の担い手の活動支援を行い、

後見人の受任者調整等を円滑に進められるよう努めます。また、知立市社会福祉協議会

が行う日常生活自立支援事業からのスムーズな移行を目指します。 

 

◆ 後見人支援 

親族後見人や市民後見人等の日常的な相談に応じる体制の整備を進めます。 
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施策４ 自立と社会参加への支援 

現状・課題 ■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□  

本市では、生活困窮者自立相談支援相談窓口を社協に設置し、生活に困難を抱える人が適

切な支援を受けられるよう相談支援を行っています。地域の人が抱える課題の多様化、複雑

化が進んでいることやコロナ禍の影響により収入が減少したり、外部とのつながりが少なく

なったことで生活に困りごとを抱える人が増えていること、犯罪をした人などが社会から孤

立してしまい再び犯罪を犯してしまうことなどが問題となっている中、様々な課題を抱える

人が自立し、社会に参加しながら暮らすことができるよう支援を行っていくことが必要とな

っています。 

■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■□■■ 

市の取り組み 

◆ 生活困窮者に対する自立相談支援などの支援を実施し、生活困窮者の自立を支援していき

ます。 

◆ 地域とも連携し、ひきこもりなどの公的制度が届きにくい世帯に対する支援を進めていき

ます。 

◆ 再犯防止の推進につとめます。 

社協の取り組み 

◆ 「社協だより」や社協ホームページを通じて生活困窮者自立相談支援に関する情報提供を

行います。 

◆ 必要な情報を得ることができるよう、ホームページのスマートフォン対応や外国語での表

記を行う等の対応を行います。 

◆ 生活に困窮している人が支援を受けられるまで安心して生活が継続できるよう、備蓄食料

等による支援を行います。 

◆ 他団体と連携し、幅広く生活困窮の状態にある人や家庭への支援を行います。 

◆ 民生委員・児童委員や関係機関に向けて研修会を開催するなど、知識の普及や課題の共有

を図ります。 

◆ 新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、離職や収入減少による生活困窮者が急増し

ています。適切な生活資金の貸付、相談を行います。 

 

市民・家庭では… 
●生活困窮者自立支援制度の適切な理解

と活用 

●隣近所で把握できる生活に困っている

人に関する情報提供 

地域・団体では… 
●地域や団体活動での生活に困っている

人の把握、行政・社協や専門機関への情

報提供 
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 このページは、再犯の防止に関し地域福祉として一体的に推進すべき事項について定

めるとともに、知立市再犯防止推進計画の施策として位置付けます。 

 刑法犯認知件数中の再犯者の割合が全国的に上昇傾向であり、愛知県内においても５

割近い状況を踏まえ、国及び愛知県ではそれぞれに再犯防止の推進に関する計画を策定

し、再犯の防止に取り組んでいます。 

 国及び愛知県の取り組みを踏まえ、本市においても、本市の実情に応じた再犯防止に

関する取り組みを推進し、安全で安心して暮らせる地域社会の実現を目指します。 

 

◆ 広報・啓発活動の推進 

 再犯防止や更生保護に関する理解を促進するため、「社会を明るくする運動」などを通

じて、再犯防止に関する周知・啓発活動に取り組みます。 

◆ 就労の確保 

 刑務所出所者等の雇用や自立、社会復帰に協力する協力雇用主※の確保に取り組みま

す。 

◆ 薬物依存を有する者への支援 

 薬物依存を有する者を適切な治療・支援による、早期の社会復帰につなげることがで

きるよう、相談機関等において薬物依存に関する知識・理解の向上に取り組みます。 

◆ 更生保護に関する団体との連携 

 保護司※会や更生保護女性会など、更生保護活動を行う団体や支援者との連携強化に

取り組みます。 

◆ 保健医療・福祉サービスの利用促進 

 必要な人が適切な支援を受けられるよう、関係機関と連携し、保健医療・福祉サービ

スの利用促進に取り組みます。 

◆ 非行の防止 

 非行の防止につなげるため、子ども食堂や学習支援活動等を活用した子どもの地域社

会からの孤立の防止に取り組みます。 

※協力雇用主：犯罪・非行の前歴のために定職に就くことが容易でない刑務所出所者等を、その事

情を理解したうえで雇用し、改善更生に協力する民間の事業主のこと 

※保護司：犯罪や非行をした人の立ち直りを地域で支える民間ボランティアです。 

犯罪や非行をした人たちと定期的に面接を行う保護観察や生活環境の調整、犯罪予防活動などの

活動をしています。 
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１ 策定の経過 

 

年月日 内容 

2021 年 

１月～４月 

知立市地域福祉計画・知立市地域福祉活動計画策定に係る地域福祉活動主体者ア

ンケート調査の実施 

2021 年 

４月～５月 

知立市地域福祉計画・知立市地域福祉活動計画策定に係る市民アンケート調査の

実施 

2021 年 

５月 

第１回 知立市地域福祉計画策定委員会 

※新型コロナウイルス感染拡大の影響を受け、各委員に書面により計画概要の

説明及び意見の聴取を実施 

2021 年 

６月 

関係機関向けヒアリング調査の実施 

・相談支援を行っている事業者（４団体） 

2021 年 

８月 23 日 

第２回 知立市地域福祉計画策定委員会 

（１）前回計画の振り返り及びアンケート調査、現状分析について 

（２）今後の地域福祉計画策定スケジュールについて 

2021 年 

10 月７日 

第３回 知立市地域福祉計画策定委員会 

（１）地域福祉計画素案について 

（２）今後の地域福祉計画策定スケジュールについて 

2021 年 

12 月 15 日～ 

2022 年 

１月 14 日 

パブリックコメントの実施 

2022 年 

１月 31 日 

第４回 知立市地域福祉計画策定委員会 

（１）パブリックコメントの結果について 

（２）地域福祉計画素案について 
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２ 知立市地域福祉計画策定委員会設置要綱 

（設置） 

第１条 社会福祉法（昭和 26 年法律第 45 号）第 107 条の規定に基づき、知立市の地域福

祉の推進に関する事項を一体的に定める知立市地域福祉計画（以下「地域福祉計画」とい

う。）を策定するため、知立市地域福祉計画策定委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

 （所掌事務） 

第２条 委員会は、地域福祉計画の策定及び実施に関して必要な事項を調査し、及び協議す

る。 

 （組織） 

第３条 委員会は、委員 15 人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

 (1) 地域住民の代表者 

 (2) 各種団体の代表者 

 (3) 学識経験を有する者 

 (4) 関係行政機関の代表者 

 (5) その他市長が必要と認める者 

 （任期） 

第４条 委員の任期は、委嘱の日から地域福祉計画が策定される日までとする。ただし、所

属する機関の役職等をもって委嘱された委員の任期は当該役職等にある期間内とし、同委

員の後任者の任期は前任者の残任期間とする。 

 （委員長） 

第５条 委員会に委員長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

３ 委員長に事故あるとき、又は委員長が欠けたときは、あらかじめ委員長の指名する委員

がその職務を代理する。 

 （会議） 

第６条 委員会の会議は、必要に応じて市長が招集し、委員長がその会議の議長となる。 

２ 委員会は、委員の半数以上が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員長の決するところ

による。 

４ 市長は、必要があると認めるときは、委員会の会議に委員以外の者の出席を求め、その

者の意見を聴くことができる。 

 （策定部会） 

第７条 委員会に次に掲げる事項を処理するため、知立市地域福祉計画策定部会（以下「部

会」という。）を置く。 

 (1) 地域福祉計画の基礎指標等の資料収集、分析並びに分析結果の検討及び協議に関する
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こと。 

 (2) 地域福祉計画の素案の総合調整及び策定に関すること。 

 (3) その他市長が必要と認めること。 

２ 部会は、市長が任命する職員をもって組織する。 

３ 部会に部会長及び副部会長を置く。 

４ 部会長は部会員の互選によって定め、副部会長は部会長が指名する。 

５ 部会は、部会長が招集する。 

 （庶務） 

第８条 委員会及び部会の庶務は、福祉子ども部福祉課において処理をする。 

 （委任） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、委員会及び部会の運営に関し必要な事項は、市長が

定める。 

   附 則 

 この要綱は、平成 22年４月１日から施行する。 
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３ 知立市地域福祉計画策定委員名簿 

 

機 関  団体名等 名 前 

地域住民代表 一般公募委員 

伊 藤 香 理 

楠   憲 子 

福祉関係等 

諸団体の代表 

知立市社会福祉協議会 竹 本 有 基 

知立市区長会 柴 尾 忠 信 

知立市民生・児童委員連絡協議会 石 原 國 彦 

知立市身体障害者福祉協議会 磯貝美紀枝 

知立手をつなぐ育成会 ○永 井 淳 子 

かとれあ福祉ネット 都 築 元 直 

知立市子ども会育成連絡協議会 新 海 芳 浩 

知立市老人クラブ連合会 岡 田   浩 

学識経験者 大学名誉教授（名古屋大学・日本福祉大学） ◎蔭 山 英 順 

◎：会長  ○：副会長                      （順不同：敬称略） 
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SDGs とは、2015 年９月の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための 2030

アジェンダ」にて記載された 2030 年までの国際目標です。持続可能な世界を実現するため

の 17 の目標とそれらを達成するための具体的な 169 のターゲットから構成され、地球上の

誰一人として取り残さないことを誓っています。 

本計画は、「知立市民みんなで“つくりあげる”地域福祉」の実現を通じて、この目標への

貢献を目指しています。 
 

 


